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新契約高

保有契約高

契約業績の状況1

2023年度の業績

2023年度の新契約高※1は、4兆7,898億円（前年度比
111.7％）となりました。

なお、うち死亡保障・生存保障に係る新契約高※2は、3
兆3,822億円（同108.4％）。このうち、主力商品の一つ
である個人定期保険の新契約高は3兆3,389億円（同
108.1％）です。

2023年度末の保有契約高※1は、46兆6,376億円（前年
度末比99.9％）と前年度末から概ね同水準で推移しました。

なお、うち死亡保障・生存保障に係る保有契約高※2は、
36兆3,432億円（同99.3％）です。

●新契約高とは？
通常、新たにご契約いただいた死亡保障・生存保障金額の総
合計額を「新契約高」といいます。
当社では、これに、定期保険と並んで主力商品である「Jタイプ」
の重大疾病保険金額、「Tタイプ」の就業障がい保険金額、「介
護リリーフα」等の介護保険金額および「一時金型Ｍタイプ」の
入院一時金額を基準として計上した金額を新契約高として開示
しています。

●保有契約高とは？
通常、個々のお客さまに対して生命保険会社が死亡保障・生存
保障する金額の総合計額を「保有契約高」といいます。
当社では、これに、「Jタイプ」の重大疾病保険金額、「Tタイプ」
の就業障がい保険金額、「介護リリーフα」等の介護保険金額お
よび「一時金型Ｍタイプ」の入院一時金額を基準として計上した
金額を保有契約高として開示しています。

4.7兆円

46.6兆円

※1 当社で開示している新契約高については右記「新契約高とは？」を参照ください。
※2 �死亡保障・生存保障に係る新契約高とは、当社で開示している新契約高から、「Jタイプ・

Tタイプ・介護リリーフα・一時金型Mタイプ」等を除いた金額です。

※1 当社で開示している保有契約高については右記「保有契約高とは？」を参照ください。
※2 �死亡保障・生存保障に係る保有契約高とは、当社で開示している保有契約高から、「Jタ

イプ・Tタイプ・介護リリーフα・一時金型Mタイプ」等を除いた金額です。

契約業績の状況1
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■ 新契約高　■ うち死亡保障・生存保障
※新契約高には転換による純増加高を含みます。
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11 11

個人定期保険保有契約高

解約失効高

2023年度の解約失効高※1は、3兆6,978億円（前年度
比113.7％）。解約失効率は、7.92%となり前年度から0.96
ポイント増加しました。

なお、うち死亡保障・生存保障に係る解約失効高※2は、
2兆7,194億円（同112.8％）です。

個人定期保険の保有契約高は、2023年度末で34兆
411億円（前年度末比99.6％）と前年度末から概ね同水準
で推移しました。

●解約失効高とは？� �
通常、各事業年度において解約・失効された死亡保障・生存
保障金額の合計額を「解約失効高」といいます。
当社では、これに、「Jタイプ」の重大疾病保険金額、「Tタイプ」
の就業障がい保険金額、「介護リリーフα」等の介護保険金額お
よび「一時金型Ｍタイプ」の入院一時金額を基準として計上した
金額を解約失効高として開示しています。

●解約失効率とは？� �
年始保有契約高に対する解約失効高の割合を「解約失効率」と
いいます。

解約失効率

34.0兆円

3.6兆円

7.92%
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340,411
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341,830

（単位：億円）
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■ 解約失効高　■ うち死亡保障・生存保障　

※1 当社で開示している解約失効高については右記「解約失効高とは？」を参照ください。
※2 �死亡保障・生存保障に係る解約失効高とは、当社で開示している解約失効高から、「Jタ

イプ・Tタイプ・介護リリーフα・一時金型Mタイプ」等を除いた金額です。
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貸借対照表

資産・負債の状況2

（単位：百万円、%）

科　目
2022年度末 2023年度末
金 額 構成比 金 額 構成比

資　産
現金及び預貯金 261,840 3.5 269,716 3.4 
買入金銭債権 45,120 0.6 51,658 0.7 
金銭の信託 3,682 0.0 4,860 0.1 

1 有価証券 6,102,411 81.8 6,495,213 82.0 
公社債 3,760,797 （50.4） 4,028,131 （50.8）

国債 2,411,124 （32.3） 2,675,396 （33.8）
地方債 191,046 （2.6） 188,369 （2.4）
社債 1,158,626 （15.5） 1,164,365 （14.7）

株式 246,700 （3.3） 277,929 （3.5）
外国証券 1,747,899 （23.4） 1,770,189 （22.3）
その他の証券 347,013 （4.6） 418,962 （5.3）

2 貸付金 781,799 10.5 833,594 10.5 
有形固定資産 165,257 2.2 166,968 2.1 
無形固定資産 19,650 0.3 27,701 0.3 
代理店貸 352 0.0 315 0.0 
再保険貸 804 0.0 7,011 0.1 
その他資産 64,018 0.9 70,612 0.9 
繰延税金資産 20,359 0.3 — —
貸倒引当金 △1,145 △0.0 △4,239 △0.1

3 資産の部合計 7,464,151 100.0 7,923,413 100.0 

（単位：百万円、%）

科　目
2022年度末 2023年度末
金 額 構成比 金 額 構成比

負　債
保険契約準備金 6,491,257 87.0 6,657,107 84.0 

支払備金 37,743 （0.5） 43,803 （0.6）
4 責任準備金 6,406,362 （85.8） 6,567,766 （82.9）

契約者配当準備金 47,150 （0.6） 45,537 （0.6）
再保険借 1,980 0.0 1,506 0.0 
その他負債 58,475 0.8 75,435 1.0 
役員賞与引当金 69 0.0 74 0.0 
退職給付引当金 14,712 0.2 10,962 0.1 

5 価格変動準備金 127,322 1.7 130,681 1.6 
繰延税金負債 — — 62,592 0.8 
負債の部合計 6,693,817 89.7 6,938,360 87.6 

科　目
2022年度末 2023年度末
金 額 構成比 金 額 構成比

純　資　産
6 資本金 110,000 1.5 110,000 1.4 

資本剰余金 35,054 0.5 35,054 0.4 
利益剰余金 401,593 5.4 398,927 5.0 

7 その他有価証券評価差額金 223,686 3.0 441,071 5.6 
8 純資産の部合計 770,334 10.3 985,053 12.4 

負債及び純資産の部合計 7,464,151 100.0 7,923,413 100.0 

1 有価証券
有価証券の残高は、6兆4,952億円（前年度末比106.4%）

となり、資産全体の82.0%を占めています。
内訳は、公社債が4兆281億円（資産全体の50.8%、以

下同様）、株式が2,779億円（3.5%）、外国証券が1兆7,701
億円（22.3%）、その他の証券が4,189億円（5.3%）です。

2 貸付金
貸付金には「保険約款貸付」と「一般貸付」があります。

「保険約款貸付」には『保険契約者貸付』と『保険料振替貸付』の2種類があります。また、「一般貸付」には国内の企業に
対する貸付、国・政府機関に対する貸付、住宅ローンなどがあります。

2023年度末の貸付金の残高は8,335億円（前年度末比106.6%）となり、資産全体の10.5%を占めています。

2022年度末
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3 総資産
総資産は、2023年度末で7兆9,234億円（前年度末比106.2%）となりました。

4 責任準備金
責任準備金は、将来の保険金・年金・給付金のお支払

いに備えて保険料や運用収益を財源として積み立てる準
備金で、保険業法により積み立てが義務付けられています。
当社では、最も手厚い積立方式である平準純保険料式に
より責任準備金を積み立て、保険金などのお支払いに備
えて万全を期しています。また2013年度より、一部の個
人年金保険の年金支払を開始した契約に対して、責任準
備金を追加して積み立てています。

2023年度末の責任準備金の残高は、6兆5,677億円と
なりました。うち、危険準備金の残高は807億円です。

●危険準備金とは?
責任準備金の一部で、保険リスク（実際の死亡率が予測を上回り、想定以上の保険金等の支払いにより損失が発生するリスク）、予定利率
リスク（実際の資産運用の利回りが予定利率を確保できないリスク）などに備え、保険業法により積み立てが義務付けられています。

5 価格変動準備金
価格変動準備金は、株式等の価格変動の著しい資産に

ついて、その価格が将来下落した時に生じる損失に備え
て積み立てる準備金で、保険業法により積み立てが義務
付けられています。

2023年度末の価格変動準備金の残高は、1,306億円
です。

6 資本金
資本金は、2023年度末で1,100億円です。

7 その他有価証券評価差額金
その他有価証券評価差額金は、4,410億円となりました。
主な内訳は、有価証券が4,400億円（うち公社債▲10億円、株式1,224億円、外国証券2,265億円、その他の証券

921億円）です。

8 純資産
純資産は、2023年度末で9,850億円（前年度末比127.9%）となりました。

（単位：億円）
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■ 責任準備金　■ うち危険準備金
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損益計算書

収支の状況3

1 保険関係収支
保険料等収入は8,437億円（前年度比104.1％）となり、前年度から334億円増加しました。増加は主に、個人保険の保

険料が増加したことによります。
また、保険金等支払金は5,883億円（前年度比66.3％）となり、前年度から2,992億円減少しました。減少は主に、再

保険料が減少したことによります。

（単位：百万円、%）

科　目 2022年度 2023年度 前年度比
経常収益 1,233,042 1,183,799 96.0 

1 保険料等収入 810,311 843,749 104.1 
2 資産運用収益 259,241 306,335 118.2 

その他経常収益 163,489 33,713 20.6 
経常費用 1,148,962 1,082,136 94.2 

1 保険金等支払金 887,660 588,397 66.3 
責任準備金等繰入額 639 167,477 26,208.7

2 資産運用費用 114,923 179,117 155.9 
事業費 121,827 124,068 101.8 
その他経常費用 23,912 23,076 96.5 

3 経常利益 84,079 101,662 120.9 
特別利益 — 1 —
特別損失 4,313 4,968 115.2 

4 価格変動準備金繰入額 3,423 3,359 98.1 
5 契約者配当準備金繰入額 11,530 11,441 99.2 

税引前当期純利益 68,236 85,254 124.9 
法人税等合計 18,926 24,343 128.6 

6 当期純利益 49,309 60,910 123.5 

（単位：億円）
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■ 保険料等収入　■ うち個人保険　■ うち個人定期保険
※個人保険には個人年金保険も含めています。
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2 資産運用関係収支
資産運用収益

資産運用収益は3,063億円（前年度比118.2％）と前年
度から470億円増加しました。増加は主に、利息及び配当
金等収入、為替差益が増加したことによります。

主な内訳は、利息及び配当金等収入1,793億円、有価
証券売却益703億円、為替差益498億円です。

資産運用費用
資産運用費用は1,791億円（前年度比155.9％）と前年度

から641億円増加しました。増加は主に、金融派生商品費
用、有価証券売却損が増加したことによります。

主な内訳は、金融派生商品費用858億円、有価証券売
却損520億円、その他運用費用322億円です。

運用収支（資産運用収益から資産運用費用を差し引いたもの）
運用収支は1,272億円となり、前年度の1,443億円から

170億円減少しました。うち、一般勘定運用収支は1,236
億円となり、前年度の1,447億円から210億円減少しました。

3 経常利益
経常利益は1,016億円となり、前年度の840億円から

175億円増加しました。

4 価格変動準備金繰入額
価格変動準備金繰入額は33億円（前年度比98.1％）となりました。

5 契約者配当準備金繰入額
契約者配当準備金繰入額は、114億円（前年度比99.2％）となりました。

6 当期純利益
当期純利益は609億円となり、前年度の493億円から

116億円増加しました。
増加は主に、利息及び配当金等収入の増加や、保険金・

給付金の支払減少などによります。

（単位：億円）
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2023年度の基礎利益は、865億円となり、前年度の
750億円から115億円増加しました。増加は主に、利息
及び配当金等収入の増加や、保険金・給付金の支払減少
などによります。

●基礎利益とは?
「基礎利益」とは、生命保険会社のフローの基礎的な収益状況
を示す指標です。「基礎利益」は、経常利益から金融市場の変
動に影響される損益（キャピタル損益）や、危険準備金繰入額な
どの損益（臨時損益）を控除して算出しています。

基礎利益

865億円
（2022年度750億円）

収益性・健全性の状況4

2023年度は、209億円の順ざやとなり、前年度の156
億円の順ざやから52億円増加しました。

●順ざや・逆ざやとは?
生命保険会社は、保険料を計算する際に、あらかじめ資産運用
による一定の運用収益を見込み、その分保険料を割引いてい
ます。この毎年割引いた分に相当する金額を予定利息といいま
す。この予定利息を実際の運用収支などでまかなえる場合を「順
ざや」状態、まかなえない場合を「逆ざや」状態といいます。

順ざや・逆ざや

209�億円の 
順ざや

（2022年度は156億円の順ざや）
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格付け （2024年7月1日現在）

お客さまに保険金支払能力を客観的にご判断いただくため、格付会社に依頼し、格付けを取得しています。当社の格
付けは、中小企業市場での強みや、財務内容の健全性などが評価されたものとなっています。

保険会社が保険契約債務を履行する
能力は高いが、上位2つの格付け
（AAA、AA）に比べ、事業環境が悪化し
た場合、その影響をやや受けやすい。

Aの定義

AA -

 格付投資情報センター
（R&I）

保険金支払能力

A
 スタンダード&プアーズ

（S&P）
保険財務力格付け

債務履行の確実性は非常に高い。
AAの定義

保険金支払能力は極めて高く、優れ
た要素がある。

AAの定義

日本格付研究所
（JCR）

保険金支払能力格付

AA

※�格付けは、格付会社の意見であり、保険金の支払いなどについて何ら保証を行うものではありません。また、ある一定時点での数字・情報などに基づいたものであるため、将来的に変更
される可能性があります。なお、上記格付けの定義は、各格付会社が公表しているものです。

※同じ格付等級内での相対的な位置を示すため、格付けの後に「＋」または「－」の記号が付加されることがあります。

2023年度末現在のソルベンシー・マージン比率は、
1,193.5%となり、前年度末から77.4ポイント増加しており、
引き続き、十分に健全な水準を維持しております。

●ソルベンシー・マージン比率とは？
生命保険会社は、将来の保険金などの支払いに備えて責任準
備金を積み立てていますので、通常予測できる範囲のリスクに
ついては十分対応することができます。しかし、環境の変化な
どによって予想もしない出来事が起こる場合があります。例えば、
大災害や株の大暴落などの通常の予測を超えてリスクが発生し
た場合に対応できる「支払余力」を有しているかどうかを判断す
るための行政監督上の指標の一つが「ソルベンシー・マージン
比率」です。

（単位：億円）

項　目 2022年度末 2023年度末 増　減
ソルベンシー・マージン
総額（Ａ） 13,444 16,379 2,934増加

（21.8％増加）

リスクの合計額（Ｂ） 2,409 2,744 335増加
（13.9％増加）

ソルベンシー・マージン比率
         (Ａ)
（１/２）×（B）×100 1,116.1% 1,193,5% 77.4

ポイント増加

ソルベンシー・マージン比率

1,193.5％
（2022年度末1,116.1％）
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2023年度末現在の実質純資産は、1兆3,126億円とな
り、前年度末から494億円増加しました。

●実質純資産とは?
有価証券や有形固定資産の含み損益などを反映した、時価ベー
スの資産の合計から資本性のない実質的な負債を差し引いて
算出するもので、生命保険会社の健全性を判断する行政監督
上の指標の一つです。この数値がマイナスの場合、実質的な
債務超過と判断され、監督官庁による業務停止命令などの対象
になることがあります。

実質純資産

1兆3,126億円

当社では、みなさまに当社の現状をよりよく理解してい
ただくため、生命保険株式会社の企業価値を評価する指
標の一つとして、経済価値ベースのリスク評価を反映した

「市場整合的エンベディッド・バリュー」（以下、MCEV）を
開示しています。また、2019年度末より、国際的な資本
規制の議論や開示の比較可能性等を踏まえ、終局金利を
反映したMCEVを開示しています。

2023年度末のMCEVは2兆6,360億円となり、前年度
末のMCEV2兆2,225億円から4,135億円増加しました。

●エンベディッド・バリューとは?
生命保険会社が現在保有する保険契約と総資産に基づき、株
主に帰属すると考えられる分配可能利益の現在価値を計算した
ものであり、貸借対照表などから計算される「修正純資産」と保
有契約に基づく「保有契約価値」の合計です。
MCEVはP97を参照ください。

エンベディッド・バリュー （MCEV）

2兆6,360億円
（2022年度末2兆2,225億円）

2023年度末

26,360

2022年度末

22,225

保有契約価値
12,893

修正純資産
9,331

修正純資産
9,672

保有契約価値
16,687

（単位：億円）
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（2022年度末1兆2,632億円）




